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3. 現代ウクライナの諸問題 

3.1. ウクライナの言語 
ウクライナが多様な歴史的背景を持っていることは、その民族・言語・宗教の多様性にも現れている。 
2001 年の国勢調査1によると、ウクライナの総人口 48,457,000 人のうち、ウクライナ人が 77.8%、ロシア人が 17.3%、その他は 1%

未満であった。ロシアが編入したクリミア自治共和国は人口2,024,000人で、ウクライナ人24.3%、ロシア人58.3%、クリミア・タタ

ール人12.0%である。内戦状態となったウクイライナ東部のルハーンシク州は人口2,540,200人で、ウクライナ人58.0%、ロシア人39.0%、

同じくドネーツィク州は人口4,825,600人で、ウクライナ人56.9%、ロシア人38.2%である。こうしてみると確かにクリミアではロシ

ア人がウクライナ人の倍以上の過半数を占めていることがわかるが、他方で東部2州では意外なことにウクライナ人が過半数である

ことがわかる。 
言語については、ウクライナ語母語話者は全人口の67.5%、ロシア語母語話者は29.6%である2。地域別に見ると、クリミア自治共

和国のウクライナ母語話者の比率は 10.1%、ロシア語母語話者の比率は 77.0%3、ドネーツィク州はそれぞれ 24.1%、74.9%4、ルハー

ンシク州は30.0%、68.8%5であり、いずれもロシア語母語話者の比率が過半数を超えている。 
これらのことから、とくに注目すべきは、ウクライナ全体でも、また地域別でも、ロシア人の比率よりも、ロシア語母語話者の比

率が高いことである。つまり、ウクライナにおいては、ウクライナ人であると回答しても、母語をロシア語とする者が相当数存在す

るのである。 
このようなウクライナの言語状況を背景に、ヤヌコーヴィチ政権下の 2012 年 7 月 3 日に「国家言語政策基本法」6が制定された。

同法第6条第1項はこれまでどおりウクライナ語を公用語7とする一方、第7条において、各州の住民の10%以上を占めるマイノリテ

ィがいる場合、マイノリティの言語の当該州内での公的な使用を認めた。 
同法は、ウクライナの国家的アイデンティティをウクライナ語に求め、ウクライナ全土におけるウクライナ語の役割を強化するこ

と、あるいはウクライナ語だけを公用語とすることを求める野党勢力から強く批判され、2012年12月28日には同法を無効とする「

『国家言語政策基本法』効力停止法」案が当時の野党第一党の「祖国」議員により提出されている。しかし、その法案が採択された

のは、ヤヌコーヴィチ政権崩壊後の2014年2月23日のことであった。もっとも、この「『国家言語政策基本法』効力停止法」はトゥ

ルチノフ大統領代行に発効を差し止められた。しかしながら、暫定政権が、ウクライナ語の役割の強化を主張する「祖国」党、ロシ

ア語の公的使用を否定する「自由」党や過激な民

族主義グループ「右派セクター」などを含んでい

たことは、ロシア語母語話者の暫定政権に対する

強い不信感を引き起こしたのであった。ロシア語

母語話者にとって、ロシア語の公的使用の否定は、

公教育の場でその子女をロシア語で教育できなく

なることを意味するからである。 
つまり、ウクライナの国家的アイデンティティ

の確立のためにウクライナ語の使用だけを認める

ことにすると、母語の使用やその子女の教育を母

語でおこなうというマイノリティの権利を無視す

ることとなり EU の多言語主義にも合致しないこ

とになる。しかし、まさにウクライナ国家とウク

ライナ国民が形成途上であるため、アイデンティ

ティの確立が急務であることもまた事実である。

その狭間で、ウクライナの言語問題は、どのよう

に解決されていくのであろうか。 
 
3.2. ウクライナの宗教 
宗教については、ラズームコフ・センターの2006年の調査8によると、「信者ではない、またはどこの教会にも帰依していない」と

答えたものが最も多く62.5%、以下、ウクライナ正教会（キエフ総主教座）914.9%、ウクライナ正教会（モスクワ総主教座）1010.9%、

ウクライナ・ギリシア・カトリック教会115.3%、ウクライナ独立正教会 1.0%、プロテスタント 0.9%、ローマ・カトリック 0.6%とな

                                                                 
1 http://2001.ukrcensus.gov.ua/eng/results/general/nationality/ なお、2013年のウクライナの総人口は45,439,822人である（http://www.ukrstat.gov.ua/operativ/ 
operativ2013/ds/kn/kn_e/kn1213_e.html）。 

2 http://2001.ukrcensus.gov.ua/eng/results/general/language/ 
3 http://2001.ukrcensus.gov.ua/eng/results/general/language/Crimea/ 
4 http://2001.ukrcensus.gov.ua/eng/results/general/language/Donetsk/ 
5 http://2001.ukrcensus.gov.ua/eng/results/general/language/Luhansk/ 
6 http://zakon4.rada.gov.ua/laws/show/5029-17/print1395122994015445 
7 直訳は「国家語」であるが、日本での慣用に従って「公用語」とした。 
8 http://razumkov.org.ua/ukr/poll.php?poll_id=300 
9 モスクワではなく、キエフの総主教座のもとにあるウクライナ正教会のこと。キエフ府主教が総主教を名乗るようになったのは1990年6月のことで

ある。 
10 モスクワの総主教座のもとにあるウクライナ正教会。 
11「ウクライナ・ギリシア・カトリック教会」は、一般には、ウクライナ東方典礼カトリック教会、帰一教会（きいつきょうかい）、ユニエート教会な

どと呼ばれ、正教会で用いられる典礼を使いながら、ローマ教皇権を認めてカトリック教会の教義を受け入れた教会のことである。ウクライナでは、

カトリックの多いポーランドの影響下で発展した。 
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っている。 
この調査によると、ウクライナの住民の大半は信仰を持っているという自覚がなく、また信仰を持っていると自覚している住民の

あいだでも正教を信仰する者が多く、カトリック教徒やイスラム教徒は少数に留まっている。従って、ギリシア・カトリックを含む

カトリック教徒は旧ポーランド領・旧チェコスロヴァキア領地域に、またイスラム教徒はクリミアに主として分布しているが、それ

がウクライナ問題の背景にある地域的対立の大きな要因になっていると言えるほどの影響力があるとは考えにくい。またモスクワ総

主教座からキエフ総主教座が分離したことによって正教会は分裂しているが、これも教会内部の問題であって、一般の信者の対立を

引き起こしているわけではないと言えよう。 
 
3.3. ウクライナ政治 
ウクライナ政治の特徴の一つは政治エリートの分裂である。そのことは、大統領選挙および議会選挙の結果を見ることで明らかと

なる。 
例えば、1991年から2014年まで過去6回行われてきた大統領選挙では、1回目の投票で当選者が決まったのは1991年の第1回選

挙と今回2014年の第6回選挙の2回だけであり、1994年、1999年、2004年、2010年の大統領選挙はいずれも決選投票までもつれ込

んでいる12。 
1994年の大統領選挙は、6月26日の第1回投票の得票率はクラフチュークが37.68%、クチマが31.25%であったが、7月10日の決

選投票ではクチマが逆転して52.15%、クラフチュークが45.06%であった。 
1999年は、10月31日の第1回投票で現職のクチマが得票率36.49%、シモネーンコが22.24%、11月14日の決選投票ではクチマが

56.25%、シモネーンコが37.80%であった。このときは再選されたクチマが第1回投票でも決選投票でもシモネーンコを引き離しては

いたが、現職であるにもかかわらず第1回投票の得票率を見る限り圧倒的な支持があったとは言えない。 
2004年は、10月31日の第1回投票でユーシチェンコが得票率39.87%、ヤヌコーヴィチが39.32%と僅差で、11月21日の決選投票

ではヤヌコーヴィチが逆転して 49.46%、ユーシチェンコが 46.61%であった。しかし、この結果に納得しないユーシチェンコ支持派

が選挙に不正があったとして激しく抗議し、最高裁判所に異例の第3回投票が実施され、今度はユーシチェンコが再逆転して51.99%、

ヤヌコーヴィチが44.20%となった。これが「オレンジ革命」である。 
しかし、2010年の選挙では、政権内部の内紛などによって政局を混乱させたユーシチェンコに対する批判が強く、1月17日の第1

回投票ではヤヌコーヴィチが得票率35.32%、ティモシェーンコが25.05%で、ユーシチェンコは5.45%で5位の惨敗であった。2月7
日の決選投票ではヤヌコーヴィチが48.95%、ティモシェーンコが45.47%となった。 

2014 年の選挙は、5 月 25 日の第 1 回投票で、ポロシェーンコが得票率 54.70%、ティモシェーンコが 12.82%となり、1991 年以来

23年ぶりに第1回投票だけで大統領が決まった13。 
ウクライナ議会は 450 議席であるが、以下のグラフを見れば分かるように、いずれの政党も過半数の議席を獲得していない14。そ

うした中で、2006年以降はヤヌコーヴィチ率いる地域党が約40%、ティモシェーンコ率いる祖国が約20～30%の議席を安定的に維持

してきた。 
2014年10月26日の議会選挙の結果でも、議席占有率は、第一党の「ポロシェーンコ・ブロック」が42%、第二党の「国民戦線」

が26%で、単独過半数を占める政党は出ていない。日本のメディアは、この議会選の結果を「親欧米派が勝利」という見出しで伝え

たが、問題は、むしろ、なぜ親欧米派が一致団結していないのか、ということだろう。ポロシェーンコ大統領率いるポロシェーンコ・

ブロックとヤツェニュ

ーク首相率いる国民戦

線が、それぞれ別々に

議席を占めている議会

の状況を見たとき、こ

れまでこの国でしばし

ば繰り返されてきた大

統領と首相との対立は

今後は生起することな

く、互いに協力してい

けるのか、ということ

を見極めることが重要

であろう。この国の政

治は、決して親欧米派

と親露派との対立とい

う単純な構図で動いて

きたのではない。 
 

注：政党名の「我らが」は「我らがウクライナ」、「1 つの」は「1 つのウクライナのために」、「ポロ」

は「ポロシェーンコ・ブロック」、「国民」は「国民戦線」である。 

                                                                 
12 以下、1994年、1999年、2004年、2010年の大統領選挙の各候補者の得票率の数字は、スラブ・ユーラシア研究センター「中東欧・旧ソ連諸国の選

挙データ」（http://src-h.slav.hokudai.ac.jp/election_europe/ua/result.html）を参照。 
13 中央選挙委員会公表の公式結果を参照（http://www.cvk.gov.ua/info/protokol_cvk_25052014.pdf）。 
14 2002～2012年の議席数は、前掲、スラブ・ユーラシア研究センター「中東欧・旧ソ連諸国の選挙データ」を参照。2014年の数字は、中央選挙委員会

ホームページ（http://www.cvk.gov.ua/pls/vnd2014/wp611e?PT001F01=910）を参照。 
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